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表紙

① 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」

② 連結計算書類の「連結注記表」

③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」

④ 計算書類の「個別注記表」

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請

求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への

記載を省略しております。

第146回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

第146期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

テルマー湯ホールディングス株式会社
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連結株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

単位：千円(未満切捨)

株主資本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 100,000 4,235,309 568,380 △3,117 4,900,572

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △132,258 △132,258

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

160,252 160,252

自 己 株 式 の 取 得 △431 △431

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 27,993 △431 27,562

当 期 末 残 高 100,000 4,235,309 596,374 △3,548 4,928,134

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計土地再評価
差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 18,765 18,765 5,569 4,924,907

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △132,258

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

160,252

自 己 株 式 の 取 得 △431

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

15,292 15,292

当 期 変 動 額 合 計 － － 15,292 42,855

当 期 末 残 高 18,765 18,765 20,861 4,967,762

連結株主資本等変動計算書

－ 1 －
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連結注記表

連結注記表

継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　　３社

連結子会社の名称 株式会社テルマー湯

株式会社エレナ

青柳食品販売株式会社

連結の範囲の変更　　　　　　　青柳食品販売株式会社は2025年７月２日の株式取得に伴い、当連結

会計年度より連結子会社となりました。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

３．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

　　②　棚卸資産

商品 主として先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品 主として先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

－ 2 －
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連結注記表

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　７～50年

機械装置及び運搬具　　　　　２～13年

工具器具及び備品　　　　　　３～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（３）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

②　賞与引当金 　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　株主優待引当金 　株主優待制度に基づく将来の費用の発生に備えるため、発生見込額を計上して

おります。

（４）重要な収益及び費用の計上基準

①　顧客との契約から生じる収益

ａ．温浴サービスに係る収益

　当社グループは、温浴サービス(温泉・サウナ等の入浴サービス、飲食サービス、マッサージサ

ービス等)を温浴施設の入館者に提供しております。

　温浴サービスを顧客である温浴施設の入館者に提供した時点で、当社グループの履行義務が充足

されることから、当該時点で収益を認識しております。

　なお、温浴サービスのうち、飲食サービス、マッサージサービス等に係る取引については、業務

委託等を行っており、当社グループと顧客以外の他の当事者が関与しておりますが、顧客に財又は

サービスの支配が移転する前に当社グループがそれらを支配していると判断し、取引の本人として

収益を総額で認識しております。

ｂ．食品販売に係る収益

　当社グループは、食品を顧客に販売しており、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識してお

ります。

ｃ．不動産管理サービスに係る収益

　当社グループは、不動産管理サービス（賃貸不動産の共用部分の保守・管理サービス、その他不

動産賃貸に伴うサービスのうち「②　不動産の賃貸収入等」以外のサービス）を不動産賃貸契約

者・入居者に提供しております。

　不動産管理サービスを顧客である不動産賃貸契約者・入居者に提供した時点で、当社の履行義務

が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。

②　不動産の賃貸収入等

　不動産の賃貸収入等については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づき、

オペレーティング・リース取引として、その発生期間に収益を認識しております。

－ 3 －
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連結注記表

建物及び構築物 1,042,652千円

土地 536,369千円

計 1,579,021千円

１年内返済予定の長期借入金 74,600千円

（５）のれんの償却方法及び償却期間

　　　のれんの償却については、投資効果の発現する期間を合理的に見積り、その見積期間に応じて均等償

却しております。

（６）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　グループ通算制度の適用

当社及び連結子会社では、グループ通算制度を適用しております。

会計上の見積りに関する注記

青柳食品販売株式会社の取得により発生したのれんの評価

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　のれん     187,037千円

　　　青柳食品販売株式会社の取得により発生したのれんの残高は178,641千円であります。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

（１）算出方法

　当社は、2025年７月２日付で、青柳食品販売株式会社の株式を取得し、連結子会社としております。青

柳食品販売株式会社を取得した際に識別したのれんは、取得価額と被取得企業における識別可能資産及び

負債の企業結合日時点の時価との差額で算定することとしております。のれんについては、青柳食品販売

株式会社の事業計画を基礎として、その超過収益力の毀損の有無を判断しており、減損の兆候があると認

められる場合には、割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失

の認識の要否を判定しております。

（２）主要な仮定

　将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、販売先ごとの売上高予測及び及び予想原価率

であります。

（３）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　上記の主要な仮定は、見積りの不確実性を伴うものであり、その前提とした仮定や条件に変更が生じた

場合には、翌連結会計年度の連結計算書類においてのれんの金額に重要な影響を与える可能性がありま

す。

連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

（２）担保に係る債務

２．有形固定資産の減価償却累計額　　 2,722,609千円

－ 4 －
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連結注記表

・再評価を行った年月日 　1999年３月31日

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 株 式 数

普 通 株 式 26,466,366 － － 26,466,366

①株式の種類 普通株式

②配当の原資 利益剰余金

③配当金の総額 132,258千円

④１株当たり配当額 ５円

⑤基準日 2025年３月31日

⑥効力発生日 2025年６月30日

①株式の種類 普通株式

②配当の原資 利益剰余金

③配当金の総額 132,245千円

④１株当たり配当額 ５円

⑤基準日 2026年３月31日

⑥効力発生日 2026年６月29日

３．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（1999年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額か

ら再評価に係る繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定

資産税評価額に、合理的な調整を行って算定する方法

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数

（単位：株）

２．配当に関する事項

（１）当連結会計年度中の配当金支払額等

2025年６月27日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

2026年６月26日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

－ 5 －
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連結注記表

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（１）長期借入金（注３） 405,272 398,126 △7,145

（２）長期預り金 3,393 3,320 △72

負債計 408,665 401,447 △7,218

（単位：千円）

区　　　分 当連結会計年度

非上場株式 600

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時

的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達してお

ります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、社内規程

に従い事業部及び管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残

高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、当該企業の財務状況の悪化等により、時

価の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

　買掛金、未払金、未払法人税等、長期借入金及び長期預り金は、流動性リスク（支払期日に支払いを

実行できなくなるリスク）に晒されておりますが、グループ各社が月次で資金繰計画を作成する等の方

法により管理しております。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的とした融資及び新型コロナウイルス感染拡大に伴う特

別融資であり、償還日は最長で決算日後５年であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

（注１）　「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」については、短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注２）　市場価格のない株式等は、上記には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額

は以下のとおりであります。なお、非上場株式は、連結貸借対照表上、「投資その他の資産」の

「投資有価証券」に含めております。

（注３）　１年内返済予定の長期借入金を含めております。

－ 6 －
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（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 398,126 － 398,126

長期預り金 － 3,320 － 3,320

負債計 － 401,447 － 401,447

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期預り金

時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期日

までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル

２の時価に分類しております。

－ 7 －
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連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の

時価
当連結会計年度

期首残高

当連結会計年度

増減額

当連結会計年度末

残高

賃貸等不動産として

使用される部分を含

む不動産

2,264,547 △105,550 2,158,996 3,280,000

将来の使用が見込ま

れていない遊休不動

産

59,862 △20 59,842 90,350

合 計 2,324,410 △105,571 2,218,839 3,370,350

賃貸等不動産に関する注記

　当社グループは、東京都において、賃貸収益等を得ることを目的として住居施設及び土地を所有してお

ります。なお、当該不動産の一部については、当社連結子会社が温浴事業に使用しているため、賃貸等不

動産として使用される部分を含む不動産としております。

　また、滋賀県において、将来の使用が見込まれていない遊休不動産を所有しております。

　これら賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりで

あります。

（単位：千円）

（注１）　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。

（注２）　賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は

減価償却によるものであります。

（注３）　将来の使用が見込まれていない遊休不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償

却によるものであります。

（注４）　当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額でありま

す。

－ 8 －
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（単位：千円）

報告セグメント
合計

温浴 不動産 食品

温浴　施設利用料等 1,403,198 － － 1,403,198

温浴　その他のサービス等（注１） 596,591 － － 596,591

不動産賃貸　管理サービス等 － 2,077 － 2,077

食品販売 － － 647,116 647,116

顧客との契約から生じる収益 1,999,798 2,077 647,116 2,648,983

その他の収益（注２） 662 44,688 － 45,350

外部顧客への売上高 2,000,451 46,765 647,116 2,694,334

収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注１）　「温浴　その他のサービス等」は、飲食、マッサージ等による売上高であります。

（注２）　「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等

であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類作成のための基本とな

る重要な事項に関する注記等「３．会計方針に関する事項（４）重要な収益及び費用の計上基準」に記載

のとおりであります。

－ 9 －
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(単位：千円)

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高)

　売掛金 95,453

95,453

顧客との契約から生じた債権(期末残高)

　売掛金 172,225

172,225

契約負債(期首残高)

　契約負債（注１） 16,523

　前受金（注２） 5,348

21,871

契約負債(期末残高)

　契約負債（注１） 19,179

　前受金（注２） 6,544

25,724

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等

　当社及び連結子会社における契約資産及び契約負債の残高等は、以下のとおりであります。連結貸借

対照表上、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」に、契約負債は「契約負債」及び「前受金」に含

めております。なお、契約資産の残高は生じておりません。また、貸手としてのリースに係る「売掛

金」及び「前受金」残高については、重要性が乏しいため、以下に含めて開示しております。

（注１）　「契約負債」は、当社の連結子会社が運営する温浴施設の入館者に付与したポイントのうち、

期末時点において履行義務を充足していない残高であります。「契約負債」は、収益の認識に伴

い取り崩されます。

（注２）　「前受金」は、当社の不動産賃貸等に伴って生じる前受金及び当社の連結子会社が運営する温

浴施設の入館者等に発行した回数券等のうち、期末時点において履行義務を充足していない残高

であります。「前受金」は、収益の認識に伴い取り崩されます。

（２）残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末現在、ポイントに係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は19,179千円であり

ます。当社グループは、当該残存履行義務について、ポイントが使用されるにつれて今後１年から３年

の間で収益を認識することを見込んでおります。

－ 10 －
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連結注記表

１．１株当たり純資産額 187円04銭

２．１株当たり当期純利益 ６円06銭

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ５円94銭

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 160,252

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
160,252

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,450

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） 160,252

普通株式増加数（千株） 538

（うち新株予約権（千株）） （538）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
－

１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

企業結合に関する注記

　取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：青柳食品販売株式会社

事業の内容　　　：食品販売業

（2）企業結合を行った主な理由

　当社は、温浴事業として、東京都新宿区歌舞伎町にて事業展開する「テルマー湯　新宿店」及び東

京都港区西麻布で事業展開する「テルマー湯　西麻布店」を柱として不動産事業も手掛けておりま

す。2025年７月１日付けで開示しております「新・中期経営計画2028策定に関するお知らせ」にあり

ますように、主力の温浴事業はコロナ感染症など個人行動が制限される事態に対してリスクがあるこ

ともあり、安定的で成長可能性のある事業モデルを模索してＭ＆Ａなどを検討しておりました。青柳

食品販売株式会社は、千葉県香取市にある青柳食品株式会社の東京営業所を2023年10月に分社化し、

主に加工食品及び食品原料の卸販売を行う会社であり、主に食品会社を顧客に安定的に取引を行って

－ 11 －
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取得の対価 現金 226,000千円

取得原価 226,000千円

流動資産 174,788千円

固定資産 13,237千円

資産合計 188,025千円

流動負債 119,147千円

固定負債 40,000千円

負債合計 159,147千円

いる商品も多く、直近ではペットフード及び健康食品の開発販売を開始しております。また、食品業

界については、パンデミック等の影響を受けにくいと考えられ、特に健康食品については生活の質や

健康維持に対するニーズが高まっている中で、需要が堅調に推移しており当社にとって大きなメリッ

トとなると判断しました。食品販売だけでなく、新たな分野へ売上拡大を図っている意欲的な会社で

あり、特にサプリメントなどは当社の健康を意識したビジネスモデルに合致し、温浴事業との相乗効

果や当社グループのブランド力の向上を図ることが可能であると考え、本株式取得を決定いたしまし

た。

（3）企業結合日

2025年７月２日（株式取得日）

2025年７月１日（みなし取得日）

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称

変更はありません。

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2025年７月１日から2026年３月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　3,500千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

197,121千円

（2）発生原因

主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものであります。

（3）償却方法及び償却期間

８年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

－ 12 －
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株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

単位：千円(未満切捨)

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 100,000 470,776 3,764,532 4,235,309 593,994 △3,117 4,926,186

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △132,258 △132,258

当 期 純 利 益 146,215 146,215

自 己 株 式 の 取 得 △431 △431

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 13,957 △431 13,526

当 期 末 残 高 100,000 470,776 3,764,532 4,235,309 607,951 △3,548 4,939,712

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計土地再評価

差 額 金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 18,765 18,765 5,569 4,950,521

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △132,258

当 期 純 利 益 146,215

自 己 株 式 の 取 得 △431

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

15,292 15,292

当 期 変 動 額 合 計 － － 15,292 28,818

当 期 末 残 高 18,765 18,765 20,861 4,979,340

株主資本等変動計算書

－ 13 －
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個別注記表

継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

（２）棚卸資産

①　商品 主として先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　貯蔵品 主として先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　 ８～31年

構築物　　　　　　　　　　　　 10～50年

機械及び装置　　　　　　　　　 ８～13年

工具器具及び備品　　　　　　　 ３～15年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

（２）賞与引当金 　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３）株主優待引当金 　株主優待制度に基づく将来の費用の発生に備えるため、発生見込額を計上して

おります。

－ 14 －
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関係会社株式 356,493千円

関係会社短期貸付金 233,500千円

関係会社長期貸付金 140,000千円

関係会社株式 1,993千円

関係会社短期貸付金 180,000千円

関係会社長期貸付金 100,000千円

４．重要な収益及び費用の計上基準

（１）顧客との契約から生じる収益

　不動産管理サービスに係る収益

　当社は、不動産管理サービス(賃貸不動産の共用部分の保守・管理サービス、その他不動産賃貸に伴

うサービスのうち「（２）不動産の賃貸収入等」以外のサービス)を不動産賃貸契約者・入居者に提供

しております。

　不動産管理サービスを顧客である不動産賃貸契約者・入居者に提供した時点で、当社の履行義務が充

足されることから、当該時点で収益を認識しております。

（２）不動産の賃貸収入等

　不動産の賃貸収入等については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づき、オ

ペレーティング・リース取引として、その発生期間に収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

会計上の見積りに関する注記

１．関係会社投融資（株式会社エレナに対する投融資）の評価

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

上記のうち、株式会社エレナに対する投融資は以下のとおりであります。

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　関係会社株式は、対象会社の財政状態が著しく悪化した場合に、実質価額が将来の利益計画等により

回復可能性が裏付けられる場合を除いて、評価損を計上することとしております。関係会社貸付金の評

価は、対象会社の財政状態及び経営成績の状況を勘案し、利益計画等に基づき回収可能性を判断したう

えで、回収可能性が見込めない場合に貸倒引当金を計上することとしております。

　利益計画には、入館者数の見通しに基づく売上高及び原価率並びに人員計画を踏まえた人件費等の主

要な仮定が含まれており、将来の経済環境や当該関係会社の経営状況の変動等の影響を受けるため、主

要な仮定に見直しが必要となった場合には、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があり

ます。

２．関係会社株式（青柳食品販売株式会社に対する投資）の評価

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

　当事業年度の計算書類に計上されている関係会社株式356,493千円には、青柳食品販売株式会社に対

する投資229,500千円が含まれております。

－ 15 －
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（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　算出方法

　関係会社株式は、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、対象会社の財政状態の悪化

により実質価額が著しく低下したときには、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除

いて、評価損を計上することとしております。

　また、対象会社の超過収益力等を反映して、財務諸表から得られる１株当たりの純資産額に比べて

高い価額で当該投資先の会社の株式を取得する場合があります。この場合、その後の超過収益力等の

減少により実質価額が著しく低下したときには、対象会社の財政状態の悪化がないとしても、当該投

資について評価損を計上することとしております。

　当社は、超過収益力等が反映された価額で青柳食品販売株式会社株式を取得しております。そのた

め、同社株式の評価にあたって、１株当たりの帳簿価額と、事業計画における超過収益力等が反映さ

れた実質価額とを比較しております。その結果、同社株式の帳簿価額に対して実質価額が著しく低下

していないと判断して、評価損を認識しておりません。

②　主要な仮定

　事業計画における主要な仮定については、「連結注記表　会計上の見積りに関する注記」に記載し

た内容と同一であります。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響

　上記の主要な仮定は、見積りの不確実性を伴うものであり、その前提とした仮定や条件に変更が生

じた場合には、取得以降において同社の財政状態が悪化していない場合でも、投資の実質価額の評価

に関し重要な判断が必要となり、評価損の認識が必要となる可能性があります。
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建物 915,730千円

土地 536,369千円

計 1,452,099千円

１年内返済予定の長期借入金 74,600千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 2,596,774千円

株式会社テルマー湯 103,302千円

３．保証債務

以下の子会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

４．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

短期金銭債権 1,673千円

短期金銭債務 72,075千円

長期金銭債務 525,000千円

・再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定

資産税評価額に、合理的な調整を行って算定する方法

・再評価を行った年月日  1999年３月31日

貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

（２）担保に係る債務

５．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（1999年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額か

ら再評価に係る繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

－ 17 －
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営業取引による取引高

　売上高 813,756千円

　販売費及び一般管理費 15,707千円

営業取引以外の取引高 3,748千円

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首

株 式 数

当 事 業 年 度 増 加

株 式 数

当 事 業 年 度 減 少

株 式 数

当 事 業 年 度 末

株 式 数

普 通 株 式 14,733 2,600 － 17,333

（繰延税金資産）

減価償却費 192,936千円

貸倒引当金 36千円

関係会社株式評価損 13,465千円

資産除去債務 85,723千円

その他 27,329千円

繰延税金資産小計 319,491千円

評価性引当額 △300,943千円

繰延税金資産合計 18,548千円

（繰延税金負債）

資産除去債務に対応する除去費用 44,542千円

繰延税金負債合計 44,542千円

繰延税金負債の純額 25,994千円

損益計算書に関する注記

　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類及び株式数

（単位：株）

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求による2,600株であります。

税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース

契約により使用しております。

－ 18 －
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種

類

会社等

の名称
所在地

資本金

(千円)

事業の

内　容

議 決 権 等

の 所 有

(被所有 )

割 合

(％)

関 連 当 事 者

と の 関 係

取引の

内　容

取 引 金 額

(千円)

(注１)

科　目

期末残高

(千円)

(注１)

子

会

社

㈱テルマー湯
東京都

港 区
92,500

温浴施設

の 運 営

(所有)

直接100

役員の兼任２名

建物等の賃貸

経営の指導

事務の代行

資金の貸付

業務の委託

債務保証

温浴施設の建物・土

地及び設備の賃貸

（注２）

600,000
前受金

長期預り金

55,000

400,000

経営の指導及び事務

の代行（注２）
32,400 － －

資金の貸付 50,000
関係会社

短期貸付金
50,000

株主優待制度に係る

業務の委託（注３）
6,704 － －

債務の保証 103,302 － －

貸付金に係る利息の

受取（注４）
443 － －

㈱ エ レ ナ
東京都

港 区
2,000

温浴施設

の 運 営

(所有)

直接100

役員の兼任３名

建物等の賃貸

業務の委託

資金の貸付

温浴施設の建物・土

地及び設備の賃貸

（注２）

180,000
前受金

長期預り金

16,500

125,000

資金の返済 50,000

関係会社

短期貸付金

関係会社

長期貸付金

180,000

100,000

株主優待制度に係る

業務の委託（注３）
8,142 － －

貸付金に係る利息の

受取（注４）
2,967 － －

青柳食品販売

㈱

東京都

千代田

区

10,000 食品販売
(所有)

直接100

役員の兼任３名

資金の貸付

資金の貸付 48,000

関係会社

短期貸付金

関係会社

長期貸付金

3,500

40,000

貸付金に係る利息の

受取（注４）
337 － －

関連当事者との取引に関する注記

　子会社

（注１）上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお
ります。

（注２）温浴施設の建物・土地及び設備の賃貸料、経営指導料及び事務代行料については、家賃相場、人件
費等を勘案し、双方交渉のうえ決定しております。

（注３）株主優待制度に係る業務の委託料については、原価等を勘案し、双方交渉のうえ決定しておりま
す。

（注４）貸付金に係る利息の受取は、市場金利等を勘案し、双方交渉のうえ決定しております。
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１．１株当たり純資産額 187円47銭

２．１株当たり当期純利益 ５円53銭

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ５円42銭

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 146,215

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
146,215

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,450

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） 146,215

普通株式増加数（千株） 538

（うち新株予約権（千株）） （538）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
－

１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 20 －
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